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国立大学法人京都大学第３期中期目標・中期計画素案 

中期目標素案 中期計画素案 

（前文）大学の基本的な目標  

 

京都大学は、国立大学法人化後 12 年間の取組を踏まえて、創立以

来築いてきた自由の学風を継承・発展させつつ多元的な課題の解決に

挑戦し、地球社会の調和ある共存に貢献するため、今後６年間に向け

た決意として下記の目標を定める。 

【研究】 

・未踏の知の領域を開拓してきた本学の伝統を踏まえ、研究の自由と

自主を基礎に、高い倫理性を備えた先見的・独創的な研究活動によ

り、次世代をリードする知の創造を行う。 

・総合大学として、研究の多様な発展と統合を図る。 

【教育】 

・多様かつ調和のとれた教育体系のもと、対話を根幹とした自学自習

を促し、卓越した知の継承と創造的精神の涵養に努める。 

・豊かな教養と人間性を備え、責任を重んじ、地球社会の調和ある共

存に貢献し得る、優れた研究能力や高度の専門知識をもつ人材を育

成する。 

【社会との関係】 

・国民に開かれた大学として、地域をはじめとする国内社会との連携

を強め、自由と調和に基づく知を社会に還元する。 

・世界に開かれた大学として、国際交流を深め、地球社会の調和ある

共存に貢献する。 

【運営】 

・学問の自由な発展に資するため、教育研究組織の自治を尊重しつつ、

調和のとれた全学的組織運営を行う。 

・環境に配慮し、人権を尊重した運営を行うとともに、社会的な説明

責任に応える。 
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◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

 １ 中期目標の期間 

平成 28 年４月１日から平成 34年３月 31日までとする。 

 

 ２ 教育研究組織 

この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究科等及

び別表２に記載する共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点

を置く。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標  Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

本学の特色である「対話を根幹とした自学自習」を重視した教育活

動を一層推進するため、以下を前提としつつ、各学部、研究科及び専

門職大学院（以下「学部・研究科等」という。）の教育目的と方針を

踏まえて、学生主体で自発的な創意・創造性を活かせるような教育プ

ログラムの充実と、学生本位の視点に立った教育への質的転換を行

う。これにより、自主独立と創造の精神を涵養し、多元的な課題の解

決に挑戦して、地球社会の調和ある共存に貢献する。 

 

 

学士課程教育においては、幅広い視野と豊かな教養を涵養する教養

教育を充実させるとともに、専門的基礎知識と総合的判断力並びに国

際性を養わせる。 

大学院課程教育においては、本学の多様な学術的研究を背景とした

基盤的・先端的な専門知識を習得し、高度な専門的能力と独創的な研

究能力を備え、国際的に活躍できる人材を養成する。 

専門職大学院課程教育においては、本学の多様な学術的研究を背景

とした深い学識及び卓越した能力の涵養を促し、実践的に社会貢献で

きる高度専門職業人を養成する。 
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（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標  （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【1】本学のディプロマ・ポリシー等を踏まえ、各学部・研究科等に

おける、基礎・教養教育、専門教育、基盤的・先端的研究を体系的

に組み合わせ、対話を重視した高度な教育を一貫して実施するとと

もに、自然科学から人文社会科学の幅広い分野において地球社会の

調和ある共存に寄与する広い視野と高度な専門能力をもつ多様な

人材を養成する。また、社会人の学び直しに貢献する。 

 

【1】全学共通教育と学部専門教育並びに大学院教育との連関を俯瞰的・可視的に把

握できるよう、シラバス、コースツリー、科目ナンバリングの連携を図り、学生が

学習過程を理解し学習指針を作成するために役立てる。また、学士課程及び修士課

程のカリキュラムの一貫化等により、高度な専門能力をもつ多様な人材を育成す

る。さらに、第２期中期目標期間から導入している博士課程教育リーディングプロ

グラムによる幅広い人材育成の成果を活かして学際的な大学院教育を推進する。 

 

【2】社会において求められる人材の高度化・多様化を踏まえ、社会人編入学制度や

長期履修制度を活用し、多様な大学院生の入学を促進する。また、履修証明プログ

ラムを活用し、社会人の学び直しに貢献する。 

 

【2】深い教養と高い識見及び国際的な視野の主体的修得に資するた

め、多様かつ調和のとれた、学部・大学院それぞれに相応しい教養

教育を充実させるとともに、主に学士課程初年次を対象とした教育

内容を充実させる。 

 

【3】幅広い教養・基礎科目の体系をより明確にするととともに、文理融合により現

代社会が直面する課題に対応する科目（統合科学）や少人数で課題を探求する科目

（ILAS セミナー）等を開講・充実させる。また、科目内容の見直しや国際高等教

育院附属国際学術言語教育センター（i-ARRC）の事業により、英語教育を強化する

とともに、全学的に英語による授業を充実させ、特に学士課程１・２年次を対象と

する英語による基礎・教養科目については、400 科目への拡張を目指す。さらに、

大学院レベルにおいても専門外の分野に触れることができるよう、全学共通的な教

育をより充実させる。 

 

【3】イノベーションの創出に向けて、理工系人材育成戦略等を踏ま

えた教育内容の充実を図るとともに、人文社会科学などの分野にお

いて多面的な能力を伸ばし、高い技術力とともに発想力、経営力な

どの複合的な能力を備えた学生を育成する。 

【4】理工系分野において、理工系人材育成戦略等を踏まえ、第２期中期目標期間か

ら導入している博士課程教育リーディングプログラムの活用等により、俯瞰力・想

像力等を育成する教育内容を充実させ、社会に貢献する実践的能力を身に付けた人

材を育成する。人文社会系分野においても同様に、高い適応能力を身に付けた人材

を育成する。 

 

【4】卓越した知の継承と創造的精神を涵養するために、各学部・研

究科等の教育目的のもと、自学自習を促進する能動的学習の活用な

どを推進する。 

 

【5】ティーチング・アシスタント（TA）及びリサーチ・アシスタント（RA）の制度

を充実させ多角的・多様な運用を図るとともに、各学部・研究科等の教育目的に応

じた少人数授業、演習、実験・実習科目、国際交流科目、国内外でのフィールド学

習の充実並びにｅ－ラーニング、オープンコースウェア（OCW）、MOOCs 等、イン

ターネットを活用したデジタル教材を開発して能動的学習への活用等を行う。 
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【5】各学部・研究科等において明確に定めた教育方法、教育内容、

授業計画、成績評価方法・基準及び卒業・修了認定基準に基づき、

第２期中期目標期間において定めた授業評価アンケートの聴取方

法や成績評価の統一化等を活用し、体系的で質の高い授業と厳格な

成績評価、卒業・修了認定を行う。 

【6】コースツリー、科目ナンバリング制によるシラバスの検索機能を強化するとと

もに、授業評価アンケートによりそれらの検証・見直しを行い、単位の実質化への

配慮に向けた取組を推進する。特に学部における科目ナンバリングについては、導

入率 100％を目指す。 

また、GPA 制度を導入し、その実施状況を調査分析して学生への履修指導等に活

用することにより、人材養成機能の向上を図る。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【6】全学的な協力体制に基づく適正な教員配置を行うことにより、

多様な学問的・社会的ニーズに対応した教育プログラムを創成す

る。 

【7】先駆的な取組を柔軟かつ迅速に行いうる学域・学系制などを活用し、関係教員

が既存組織の枠を越えて連携のうえ、部局を横断した教育等を充実させることによ

り、社会のニーズに応じた効果的な教育プログラムを遂行する。 

 

【7】社会的ニーズや学術研究の進展を踏まえて適切な入学定員を設

定することにより、高度な教育の質を維持・確保する。 

 

【8】各学部・研究科等の教育研究の状況、充足率、進路状況、企業へのアンケート

調査結果等を踏まえ、適切な入学定員の設定・見直しを行う。 

 

【8】学生本位の視点に立った教育を行うため、教育活動に係る検証

を行い、学生のニーズ、学術の発展動向等に応じた、学生にとって

効果的な教育改善を行う。 

 

 

【9】授業評価アンケートや、卒業生・修了生、就職先等関係者へのアンケート等の

実施により学生等の意見を聴取し、教育改善に活用する。また、全学的なファカル

ティ・ディベロップメント（FD）について企画・実施するとともに、FD 勉強会を

通じて部局の FD 活動を支援し、専任教員の 75％以上の受講を目指す。 

 

【9】学生の対話能力や交渉能力の向上を図るため、本学の特色であ

る対話を根幹とした自学自習を促進し、キャンパスの特徴に応じた

教育環境の整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

【10】講義室、演習室、実験実習室等の設備、自学自習環境、学生所有のノートパソ

コン等の端末を持参させる BYOD (Bring Your Own Device) の実現に向けた教育学

習端末環境及び学習支援システム等の整備充実を行うことにより、教室をはじめキ

ャンパス内外における教えや学びが統合された教育学習環境の整備を推進する。 

 

【11】教育プログラムの特性に応じた資料収集を行うことにより、図書館の蔵書、電

子ジャーナル・データベースを充実させる。また、各キャンパスの特徴に応じた図

書館の整備及び機能向上を行う。 
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（３）学生への支援に関する目標 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

【10】学生が勉学・研究に専念できるよう、学生相談・助言等の機能

を強化し、多様な学生に対する学習支援や生活支援を行う。 

 

【12】就学や学生生活に困難を抱える学生に対する相談・支援機能を強化するととも

に、相談員や支援担当者の全学的な連携を強化し、女子学生、障害のある学生、留

学生などを含む、より広い範囲の学生が相談しやすい体制を整備する。また、学生

が安心して学生生活を送ることができるよう、学生保険に原則全員加入することと

し、加入率 100％を目指す。 

 

【11】学生のキャリア教育を充実させ、学生の多様なキャリアパスに

応じた進路支援機能を強化することにより、学生の進路に係る不安

の解消を図るとともに、多様な人材を社会の各方面に輩出する。 

 

【13】インターンシップや、大学教員を目指す大学院生等に対するプレファカルテ

ィ・ディベロップメント（FD）を実施するとともに、学生の職業意識啓発のための

セミナー等について、参加者のニーズを踏まえた内容の充実を図る。また、大学院

博士課程の学生・修了者への就職支援の充実を図るなど、学生のキャリアパスに応

じた就職支援を実施する。 

 

【12】経済的に困難な学生も安心して本学で勉学・研究に専念できる

よう、経済支援を必要とする学生や優秀な学生への支援を拡充す

る。 

 

【14】経済支援を必要とする学生や優秀な学生が勉学・研究に専念できるよう、民間

資金の獲得などを通じ、学生への経済支援の強化を進める。授業料免除制度及び奨

学金制度について、教務情報に関するポータルサイト等を活用し、学生への周知を

徹底する。なお、優秀な外国人留学生への支援としては、奨学金取得者のうち、入

学許可時における奨学金支給決定者数をさらに拡充させる。 

 

【13】学生間の交流や学生の課外活動、社会貢献活動を支援し、また、

学生の福利厚生環境を充実させる。 

 

 

【15】課外活動の支援、課外活動施設の充実を行い、社会貢献活動を促す。また、学

生の福利厚生施設を整備するとともに、学生寮については可能なものから順次再整

備し、全体として拡充する。 
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（４）入学者選抜に関する目標 （４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

【14】入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）の一層の明

確化を図り、それに則った入学者選抜の改善を行うことなどによ

り、必要な基礎的学力を充分に備え、大学の学風と理念を理解して、

意欲と主体性をもって勉学に励むことのできる入学者を国内外か

ら広く求める。 

 

【16】明確なアドミッション・ポリシーを踏まえ、本学への留学希望者を含む優秀な

入学志願者の確保を目指し、各種大学・入試説明会、オープンキャンパス、大学案

内冊子等を通じて、本学の基本理念及びアドミッション・ポリシーの浸透を図る効

果的な入試広報活動を行う。 

 

【17】一般入試及び特色入試で入学した学生の入学後の修学状況や学業成績、大学院

への進学状況等の追跡調査を実施するとともに、求める人物像に適った学生が入学

しているか検証を行い、これを踏まえて本学における入試制度全体の改革のあり方

等について検討し、適切な改善を行う。また、高等学校における幅広い学びと活動

の実績を評価し、個々の学部におけるカリキュラムや教育コースへの適合力を判定

する「京都大学特色入試」を確立する。 

 

（５）教育のグローバル化に関する目標 （５）教育のグローバル化に関する目標を達成するための措置 

【15】国際社会においてリーダーとして活躍できるだけの教養と専門

性、国際社会や異文化に関する理解、語学力等を身に付けた人材の

育成を図る。 

 

 

【18】国際高等教育院の体制を充実させ、英語による全学共通科目の講義の増加・充

実を行うとともに、英語による専門科目及び ICT を活用した国際共同実施科目の増

加と充実等を行う。特に学士課程１・２年次を対象とする英語による基礎・教養科

目については、400 科目への拡充を目指す。 

 

【19】大学の国際化に向けた学生海外派遣・留学生受入を推進する。具体的には、学

生海外派遣については、国際インターンシップの推進や、ジョン万プログラムなど

多様な海外留学プログラムの実施により、中長期及び短期の海外留学者数を 1,600

人（通年）に増加させることを目指す。留学生受入れについては、優秀な学生の確

保に努めるとともに、受入数を増加させ、外国人留学生数 3,300 人（通年）を目指

す。また、学生交流の基礎となる大学間学生交流協定の締結数を拡大し、150 件を

目指す。 
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２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

本学が創立以来培ってきた自由の学風と、対話を根幹とした自学自

習のもと、自主独立と創造の精神を涵養し、多元的な課題の解決に挑

戦して、地球社会の調和ある共存に貢献すべく、基盤的研究を重視し

つつ、先端的、独創的、学際的研究を推進する。これにより、世界を

先導する国際的研究拠点機能を高めるほか、共同利用・共同研究拠点

において、異分野融合・新分野創成に向けた取組等を推進する。 

 

 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標  （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

【16】学問の源流を支える基盤的研究を重視するとともに、先端的、

独創的、学際的研究を推進して、世界を先導する国際的研究拠点機

能を高める。 

 

【20】基盤的研究環境の維持発展や、先端的、独創的、学際的研究の推進に向けて、

全学的かつ戦略的なリサーチ・アドミニストレーター（URA）の組織体制を整備し、

研究支援事業の強化を行う。 

 

【21】世界に冠たる研究を行っている世界トップレベル研究拠点（WPI 拠点）を核と

した世界トップレベルの国際研究拠点として高等研究院を設置するとともに、iPS

細胞研究の裾野拡大や研究体制の強化に向けた取組の推進など、国際的研究拠点等

の支援を行う。 

 

【17】共同利用・共同研究拠点においては、学問領域の特性を生かし

つつ、拠点の枠を越えた連携による異分野融合・新分野創成に向け

た取組を推進するとともに、海外機関との連携や情報発信力を強化

する。 

 

【22】研究連携基盤内の未踏科学研究ユニットを活用し、異分野融合による新たな学

術分野の創成を促進する取組を通じて、共同利用・共同研究拠点の運営基盤を確保

しつつ組織間の連携強化を図り、研究力強化やグローバル化を推進する。 

 

【23】共同利用・共同研究拠点において、国際ネットワークを形成して国際共同研究

や人材交流を推進するため、柔軟な人事制度や研究環境の整備を行う。また、拠点

の活動実態や所属研究者の最新の動向に係る情報発信を国内外に向けて積極的に

行う。 
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（２）研究実施体制等に関する目標 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置  

【18】学術研究の多様な発展と統合の推進に向けて、優秀な倫理性の

高い研究者の育成及び採用を進める。 

【24】若手研究者及び女性研究者の研究環境整備と育成支援の充実を行う。また、外

国人研究者への研究支援及び受入体制の充実を行う。 

 

【19】多様性に富む教員が研究教育に専念し、能力を発揮しやすい環

境を整備する。 

 

【25】リサーチ・アドミニストレーター（URA）を中長期的に確保・育成するととも

に、事務部門との連携強化等による研究支援体制の整備・充実を行う。特に若手研

究者、女性研究者、外国人研究者等に対する支援を強化する。併せて、研究者のワ

ークライフバランスの調整に関する支援、研究活動に根ざした支援を実施する。 

 

【20】学術・情報資源を充実させ、研究支援機能を強化する。 

 

【26】電子ジャーナル・データベースの適切な選定・収集、京都大学学術情報リポジ

トリ KURENAI や京都大学研究資源アーカイブのコンテンツ登録・発信の推進、学術

標本資料データベースの作成等により、附属図書館や総合博物館等における学術・

情報資源を充実させる。 

 

（３）研究のグローバル化に関する目標 （３）研究のグローバル化に関する目標を達成するための措置 

【21】大学間連携や国際共同研究、人材交流の促進などにより、世界

に卓越した国際競争力のある学術研究を推進する。 

 

【27】本学が参加する大学間国際コンソーシアムを介し、大学間国際ネットワークを

強化する。また、国際共同研究の推進や人的交流の基礎となる、大学間学術交流協

定締結を推進し、協定校数 200 校超を目指す。これらネットワークの強化や学術交

流協定に基づく研究者交流の実施などにより、国際競争力ある海外大学等との国際

共同研究を推進する。 

 

【28】若手研究者の海外派遣支援を強化する。また、Web による申請サービスを充実

させ、入国ビザの申請等のワンストップサービスを実施するとともに、留学生宿舎

を含む外国人向けの宿舎を合計 800 戸に増加させることを目指すなど、留学生や外

国人研究者及び外国人教員の受入体制・制度を充実させる。 

 

【29】高等研究院等の世界トップレベルの研究拠点の形成・充実を図るため、柔軟な

拠点運営、また国際化に対応する組織体制や研究支援機能を構築する。 
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３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する

目標 

３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成する

ための措置 

国民に開かれた大学として、現代社会の様々な問題解決に資するた

め、本学の学術資源に基づく最先端の教育・研究成果等を市民講座や

施設公開により、広く発信するなど、地域をはじめとする国内社会と

の連携を深め、自由と調和に基づく知を社会に還元する。併せて、世

界の歴史都市・京都における文化の継承と価値の創生に向けた社会貢

献を推進する。 

 

 

【22】地域再生・活性化等に貢献するため、地域社会と連携して、世

界中から集う学生・研究者・芸術家や地域住民など、あらゆる人々

との活発な交流により、社会課題の解決や新たな知の創出、地域が

目指す国際戦略等との連携などに資するよう、全学的に教育・研究

を推進する。 

 

【30】京都に関する講義等により、課題認識、俯瞰力、責任力を持った人材を養成す

るとともに、学生、教員、地域関係者の協働により、地域課題の解決を図る。また、

「地（知）の拠点大学における地方創生推進事業」において京都学教育プログラム

を実施し、事業終了年度の平成 29年度までに、延べ 1,500 人の履修者を目指す。 

【23】本学の学術資源を基とした社会連携や世界の歴史都市・京都に

おける文化の継承と価値の創生に向けた社会貢献を推進する。 

 

【31】本学の学術資源を活用し、京都をはじめとする地域等の文化、産業等の発展と

課題解決に資する社会連携を推進する。さらに、フォーラム、講演会、隔地の施設

公開などの社会連携イベントを通じて、社会人等の生涯学習機会を拡充する。 

 

【24】中等教育との接続をより密接にし、生徒が高度な学術にふれる

機会を拡大することにより、将来を担う世代の育成を行う。 

【32】各地域の教育委員会との連携協定に基づいた高大連携事業を推進するととも

に、連携協定校の生徒を対象とした本学主催の高大連携事業を展開する。その他、

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）やスーパーグローバルハイスクール（SGH）

をはじめとして、高等学校からの要請に基づき、本学の研究の最先端に触れること

ができる事業を実施する。 

また、高大接続事業であるグローバルサイエンスキャンパス（GSC）事業「科学

体系と創造性がクロスする知的卓越人材育成プログラム」を文系分野まで拡大し、

本学において高度なプレ教育を行う。具体的には、事業終了年度の平成 29年度ま

で、年間 180 人の参加を目指す。さらに、GSC 事業終了時に事業の見直しを行い、

継続・発展させる。 
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４ その他の目標 ４ その他の目標を達成するための措置 

世界に開かれた大学として、国際交流を深め、自由と調和に基づく

知を社会に還元するとともに、地球規模での諸課題の解決を図るなど

地球社会の調和ある共存に貢献する。また、附属病院における質の高

い医療の提供等を通じて、人々の健康を向上させる。 

 

（１）グローバル化に関する目標 （１）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

【25】地球規模での諸課題の解決を図るため、人材育成や研究成果等

の活用により、国際貢献を推進する。 

 

【33】独立行政法人国際協力機構（JICA）や国際連合教育科学文化機関（UNESCO）な

ど国際機関等との連携及び国際協力により、国際貢献を図る。また、医療スタッフ

や医療技術による国際的な医療貢献を推進する。 

 

【34】各部局による従来の研究交流実績を踏まえて全学海外拠点を整備するととも

に、それら海外拠点の４つの共通ミッション（研究活動支援、教育活動支援、教職

員・学生の国際化及び社会連携）に基づき、各地域におけるハブ機能を担う運営を

進める。 

 

【26】徹底した大学改革と国際化を全学的に推進することで国際通用

性を高め、ひいては国際競争力を強化するとともに、世界的に魅力

あるトップレベルの教育研究を行い、国際的認知度の向上を目指す

ための取組を進める。 

 

【35】スーパーグローバル大学創成支援「京都大学ジャパンゲートウェイ構想」事業

の目標達成に向け、第２期中期目標期間において整備した世界トップレベルの外国

人教員を待遇面等で柔軟に雇用可能とする制度等を活用し、以下の取組を進める。 

 

(a) 外国の大学との共同実施科目をコアカリキュラムとする国際共同教育プロ

グラム「スーパーグローバルコース」、外国の大学と共同で教育課程を編成し

学位を授与する国際共同学位プログラム「ジョイント／ダブルディグリープロ

グラム」について、事業を実施する６分野を中心に遂行するとともに、全学位

コースのうち外国語のみで卒業できるコースを 30 まで拡張し、さらに国際通

用性を備え、質保証された教育制度・教育課程を構築し、拡充する。また、こ

れらの成果のひとつとして、学生の国際共著論文数（国際学会共著発表論文を

含む。）の増加を目指す。 

 

(b) 教育・研究環境の国際化対応のため、国際教育アドミニストレーターによる

効果的な支援や、海外拠点の拡充、事業を実施する６分野を中心に学位プログ

ラム実施のための大学間交流協定の締結等を推進する。 
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(c) 入試における外国語力の判定の外部試験の活用、多様なカリキュラムに対応

した柔軟な学事暦の設定、インターネットを活用した講義のオンライン配信な

ど、大学の国際開放性を意識した教育改革を進める。特に、遠隔講義システム

による講義等ICTを活用した国際共同実施科目として90科目の開講を目指す。 

 

【36】国際高等教育院附属国際学術言語教育センター（i-ARRC）の強化や、研究連携

基盤内に創設する学際的研究組織（未踏科学研究ユニット）の体制整備等により、

優れた外国人教員の雇用を組織的・戦略的に推進し、外国人教員倍増計画として外

国人教員数を平成 28 年 10 月までに延べ 282 人に増加させ、それを維持する。 

 

【27】京都大学が真のグローバル化を実現するために、国際戦略を推

進する機能・体制を強化する。 

 

【37】国際戦略推進業務がより円滑に遂行できるよう、部署間連携体制を充実・強化

する。また、若手研究者・学生・職員の海外派遣に係る支援を強化する。さらに、

英語研修実施や自己啓発支援により、グローバル化を支える職員を計画的に育成

し、外国語力基準を満たす専任職員 120 人の確保を目指す。 

 

（２）附属病院に関する目標 （２）附属病院に関する目標を達成するための措置 

① 安全で良質な医療サービスに関する目標   

【28】医療従事者によるチーム医療及び ICT 化を更に推進することに

より、安全で質の高い医療を提供する。 

 

【38】医師、看護師、薬剤師、技師等全ての医療従事者の連携によるチーム医療を引

き続き推進するとともに、「安全」を中心とした診療業務に係る処理手順等の見直

しを行い、患者個人の価値観や多様なライフスタイルに応じた医療の提供を行う。

さらに、医療事故調査報告制度を活用することにより、医療の安全を確保し、質の

高い医療を提供する。また、医療情報システム等の再構築を含めた改善を図り、医

療従事者の業務負担軽減を進めるとともに、医療安全等の大学附属病院間における

相互チェックの対策等を進めることにより、医療の安全性を向上させる。 

 

【39】第２期中期目標期間から実施している総合医療情報システム更新に伴う ICT 化

を更に推進することにより、安全チェック機能を強化し、プライバシーを確保した

患者情報の一元管理や情報開示を拡充するとともに、第２期中期目標期間から開始

された地域包括ケアシステムの推進をはじめとした、京都府及び京都市並びに地域

の医療機関との連携を強化し機能分担を進めることにより、大学病院として求めら

れる医療を提供する。 
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【40】病院再整備計画において、個室率を 32.3％、患者食堂を計 25 箇所に増加させ

るなどの取組により、患者アメニティを向上させる。また、カンファレンスルーム

の増設及びスタッフステーションの改善等により、医療に専念できる快適な職場環

境の整備を行う。 

 

② 良質な医療人の育成に関する目標   

【29】高度な診療・研究能力と技術を有し、観察力と思考力を備えた

診療力の高い、人間性豊かな医療人を育成する。 

 

【41】医学部等との連携を強化して、学部学生の臨床実習受入体制を整備拡充し、臨

床参加型の卒前教育の充実に取り組むとともに、多職種間連携による教育支援、ア

ウトカムに沿う指導、評価を取り入れ、将来のキャリアパスにつながる卒後研修プ

ログラムを実施することにより、卒前、卒後を通じて優れた医師を育成する。 

 

【42】指導者・ファシリテーターなどの人材について育成コースを設立して育成し、

診療科と連携してシミュレーション教育の拡充など院内の教育システムの基盤を

強化することにより、必要な知識・技能を効率的に修得させるとともに、院内外並

びに地域の医療者のニーズに合わせた有益な生涯学習の機会を提供する。 

 

【43】若手医療従事者の海外派遣や他国の医療従事者の受入れにより医療交流を推進

し、多様な価値観を備え国際感覚を涵養した人材を育成する。 

 

【44】ワークライフバランスを考慮して、医療従事者が安心して医療に従事できるよ

う、院内保育所の整備等の環境の整備を行う。 

③ 先端的医療の開発と実践に関する目標   

【30】新医療の創成や再生医療などの先端医療の推進に積極的に取り

組み、研究成果を診療に導入することにより、先導的病院として社

会に貢献する。 

 

【45】臨床研究総合センターを活用した、臨床研究を推進するための支援ツールの提

供や支援体制の充実・強化を行い、新医療の創成につながる医師主導治験や第２期

中期目標期間中に認定を受けた国家戦略特別区域会議における特例などを活用し、

先進医療、先端医療を新規に 10 件以上実施できるよう環境を整備する。 

 

【46】産官学連携による先端的医療の研究開発に取り組み実用化を推進するととも

に、先端的な医薬品・医療機器、及び再生医療等の研究開発や疾患メカニズムの解

明、早期診断法の開発などに取り組む。 



13 
 

④ 効率的な経営と病院運営体制の整備に関する目標   

【31】安定的な経営基盤を構築するため、環境の整備、経営改善を行

う。 

 

【47】外部委託等により業務の効率化を進め、共通機能の集約化により効率的に業務

に従事できる組織の体制確立に取り組むとともに、業務の質を向上させるため、公

募型プロポーザル方式による新しい外部委託契約の手法を導入する。 

 

【48】医薬品及び医療材料等の効率的な管理運営体制を整備するとともに、医薬品及

び医療材料等の経費削減に継続的に取り組む。また、医療機器について、医療機器

管理システム等を活用して管理を一元化することにより、効率的・有効的な管理運

営体制を整備するとともに、医療機器の更新計画の作成に取り組む。 

 

（３）産官学連携に関する目標 （３）産官学連携に関する目標を達成するための措置 

【32】大学で創出された世界最高水準の独創的な研究成果を社会へ還

元するため、民間企業等との共同研究を促進するとともに、知的財

産化により技術移転等への活用を行う。 

 

【49】新たな研究シーズの発掘と活用に向けた効果的な特許化を推進するとともに、

産官学連携活動制度・組織を充実させる。また、産業分野の特徴を踏まえた戦略的

な知的財産の活用及び技術移転機関との連携等による研究成果の効果的活用を行

う。 

 

【33】世界の有力な大学、企業、政府系機関、技術移転機関等との国

際的な産官学連携活動を推進する。 

 

【50】産官学連携拠点を整備・強化するとともに、国際産学連携ネットワークを構築

する。 

 

（４）産業競争力強化法の規定による出資等に関する目標 （４）産業競争力強化法の規定による出資等に関する目標を達成するための措置 

【34】大学によるイノベーション活動の世界標準化のため、産業競争

力強化法に基づく認定特定研究成果活用支援事業者に対して出資

並びに人的及び技術的援助等の業務を行うことにより、大学におけ

る技術に関する研究成果の事業化及び教育研究活動を活性化させ

る。 

 

【51】認定特定研究成果活用支援事業者（京都大学イノベーションキャピタル株式会

社）の株主として、プログラムのパフォーマンスを測るため、産学共同実用化促進

事業の実施状況をモニタリングし必要な改善を行う。 

研究成果の事業化及び教育研究活動の活性化を図るため、シーズ探索・情報収集

の強化、研究・開発ステージに応じた起業支援を実施する。 

イノベーションエコシステムを構築し、また、地域における経済活性化に貢献す

るため、地元の自治体や企業との連携を図る。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

【35】総長のリーダーシップのもと、教育、研究、社会貢献の機能を

最大限発揮できるよう、ガバナンス体制を構築するとともに、中長

期的かつ戦略的に本学の理念と目標の実現に取り組む。 

【52】総長が迅速な意思決定を行えるよう、機動的なガバナンスの構築を目指し、IR

機能の強化など継続的に体制を見直すとともに、本学の理念及び特色を反映した戦

略を策定する。 

 

【53】経営協議会の開催に合わせ、本学の具体的な教育研究活動の実地視察を行った

うえで意見交換会を実施する等により、学外者の意見を聴取し、大学運営の改善に

役立てる。 

 

【36】優秀な教職員確保を目的として弾力的な人事・給与制度を整備

するとともに、多様な人材の確保及びそのキャリアパスを確立する

ことにより、教育研究の活性化を進める。 

【54】年俸制の拡充、クロスアポイントメント制度の活用など、弾力的な給与制度の

運用を促進する。また、年俸制の対象範囲や業績評価のあり方などを検証しつつよ

り効果的な年俸制の運用を行うとともに、任期制の活用を通じて教員の流動性を向

上させる。 

 

【55】女性、若手、外国人等多様な人材を積極的に登用し、能力の一層の活用を行う

とともに、男女共同参画推進に関する研修・フォーラムの開催等により、教職員・

学生への啓発活動を推進する。 

 

【56】事務系職員の採用方法について、統一採用試験とは別に導入した独自採用試験

を充実させ、多様かつ優秀な人材の獲得を促進するとともに、これに即したキャリ

アパスを確立する。また、人件費削減に対応しつつ、主に定型的業務等を安定的に

実施するために従来の定員１に対し２名を雇用できる仕組みとして創設した事務

職員（特定業務）の拡充により、これまで事務系職員が担っていた定型的業務の量

を緩和し、監督・育成・業務指導、企画立案や管理運営に関する業務の比重を増加

させ、事務組織の機能強化を促進する。 

 

【37】総長のリーダーシップのもとで、学内外の多様な要請を調整し

つつ、教育研究の発展のために効果的かつ戦略的な組織運営を行

う。 

【57】大学全体の更なる機能強化を図るため、世界のリーディング大学として教育・

研究・医療等の質を高めることができるよう、総長のリーダーシップのもとで、全

学的な視点から人員を再配置するとともに、運営費交付金等の戦略的な経費配分を

行う。 
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【38】本学の理念や目的に照らし、教員の研究、教育や社会活動への

貢献を適正に評価することにより、教育研究の活性化を進める。 

【58】教員評価制度の更なる質の向上を促進するとともに、年俸制教員に係る業績評

価制度について、分野や業務内容に応じ、効果的な運用システムを確立する。 

 

【39】監事監査や内部監査等を充実させ、監査結果を運営改善に反映

させる。 

 

【59】監事機能及びサポート体制の強化や監事、内部監査部門、会計監査人の連携強

化及び監査員に専門分野の外部有識者を充てるなどにより、監査部門を充実させ

る。また、監事監査や内部監査等の監査結果を運営改善に反映させるためのより効

果的な改善サイクルを構築し、実施する。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

【40】京都大学の持続的発展を支える組織改革方針に基づき、教育研

究上の目的に応じて柔軟な組織編成が可能となるよう構築した体

制により、ミッションの再定義で明らかにした本学が有する強み、

特色、社会的役割を中心にして本学の機能強化を図るための教育研

究組織の見直し、再編成等を行う。 

 

【60】教育研究上の目的に応じて柔軟な組織編成が可能となるよう構築した体制（教

育研究組織から人事・定員管理機能を学域・学系へ分離）により、ミッションの再

定義で明らかにした研究水準や教育の成果等を踏まえたうえで、学問の発展や社会

的要請等を総合的に勘案し、教育研究組織の見直し、再編成等を行う。 

 

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

【41】事務組織において業務運営の更なる効率化・国際化及び職員の

質の向上を進め、本学の教育・研究・医療活動等を支える事務組織

の機能を強化する。 

 

【61】業務内容等に応じた事務処理体制の見直しや簡素・効率化を促進するとともに、

職員の人事評価制度については趣旨の浸透・定着及びこれを通じた改善などを行

い、研修制度については内容をより一層充実させるなど、職員のより一層の資質向

上及びこれによる組織の機能強化を促進する。また、情報担当部署の更なる強化や、

高度なコミュニケーションが可能な ICT ツールの導入などによる情報環境の拡充、

高度化を行う。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

【42】外部資金や寄附金その他を効果的に獲得する基盤を強化する。 

 

【62】外部資金等を効果的に獲得するため、自己収入源の多角化を検討するとともに、

積極的な情報収集・共有並びに研究費等の申請などの支援機能を強化する。また、

中長期的な視点での寄附募集活動を推進するための指針として策定した「京都大学

基金戦略」に基づき、京都大学基金の寄附募集活動を推進する。 
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２ 経費の抑制に関する目標  ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

【43】業務運営の効率化を図り、管理的経費を抑制する。 

 

【63】教職員の経費削減に対する意識を高めるため、研修・講習会の実施や決算分析

資料等の提供を定期的に行うとともに、管理的経費を抑制するため、更なる事務の

改善・合理化策や学内外の様々な経費削減の取組を調査・検討し、本学に有効と判

断されるものの全学実施を推進する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

【44】保有資産の不断の見直しにより、管理の徹底、データ公開の拡

大、建物整備及び管理体制のアウトソーシング等資産の有効活用及

び施設運用管理の改善を行う。 

 

【64】保有資産の管理状況や適切な処分等を定期的に確認し、適切な管理等を徹底す

るとともに、保有設備・装置についてデータの公開範囲を拡大する。また、職員宿

舎に関しては、第２期中期目標期間において策定した整備方針に基づき、耐震性能

を満たしていない宿舎について具体的な整備方法、スケジュール等を決定し、順次

整備する。 

 

【65】全学的に利用する施設について、構築した責任体制や管理主体及び作成した統

一管理マニュアルをもとに、定型的労務作業の多い建物管理のアウトソーシングを

実施する。 

【45】資金を安全かつ効率的に活用する。 

 

【66】資金の有効活用を図るため、資金管理計画を策定し、精度の高い資金繰計画に

基づく資金の効果的な運用により利益の確保に努め、その運用益を教育研究等経費

に戦略的に充当する。 

 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにと

るべき措置 

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

【46】自己点検・評価並びに第三者評価機関等による評価を着実に実

施するとともに、その評価結果に基づき、内部質保証システムによ

る大学運営の改善を行う。 

 

【67】着実な評価を継続的に実施するために、研修会を実施するなど学内の評価風土

を醸成しつつ、評価指標の設定を重視した、より客観的な評価を実施するとともに、

その中で把握した課題に係るフォローアップを行うなど内部質保証システムの機

能を高め、着実な大学運営の改善に繋げる。 
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２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標  ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

【47】大学の有する各種情報を社会に分かりやすい内容で積極的に公

開・発信等するとともに、広報活動を充実させる。 

 

【68】本学の個性や魅力の認識（ブランディング）、ステークホルダーのニーズ把握

（マーケティング）、各ステークホルダーに合った情報の確実な提供（ターゲッテ

ィング）を基本理念とする「京都大学の広報戦略」に基づき、大学の可視化と大学

ブランドイメージの発信及びファン層の拡大を狙う。このため、正確かつ迅速な情

報発信にとどまらず、他大学にはない個性や魅力に満ちた諸活動を Web サイトなど

の様々な広報媒体により国内外に紹介するとともに、外部の多様なメディアなど社

会とのネットワークを最大限活用し、情報の浸透・拡散を促進する。また、海外の

研究者や学生等のターゲットに向けても、翻訳体制を充実し多言語による情報発信

体制を整えるとともに、科学情報のアウトリーチ活動に長けた学外の専門家や学内

の高度専門職、外国人教職員、留学生を効果的に活用し、大学の諸活動を海外にも

分かりやすく伝える。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

【48】教育・研究・医療・学生支援環境の質の向上、施設設備の老朽

化対策及び防災機能強化の観点から、安全・安心なキャンパス環境

の整備を推進する。 

【69】教育・研究・医療・学生支援環境の質の向上に反映させるため、第２期中期目

標期間において策定したキャンパスマスタープランに沿って、パブリックスペース

の確保や環境負荷低減の継続・促進などを踏まえた施設整備を行い、大学を取り巻

く状況の変化に応じて更にキャンパスマスタープランの見直しを行う。また、施設

設備の長寿命化に資する機能改善を推進するとともに、第２期中期目標期間におい

て必要性を確認した非構造部材耐震化やライフライン耐震化などにより防災機能

を強化する。さらに、情報基盤においては、高速で信頼性が高くディペンダビリテ

ィ（安定性）が確保された情報ネットワークを計画的に整備する。 

 

【49】施設設備等を全学的観点から有効活用するとともに、教育研究

等活動にふさわしい施設水準を確保するため、施設マネジメントを

推進する。 

 

【70】教育研究等活動の推進に向けて、スペースの弾力的運用、プロジェクト研究等

に対応する共用スペースを新たに確保するとともに、スペースチャージ制の適用範

囲や活用方法を見直し、制度をより的確かつ効果的に推進する。また、改修、修繕

等により変化した施設設備等の実態について、点検評価を実施し、これに基づき財

源等も踏まえたうえで、機能保全・維持管理計画の対象範囲を拡充し、それを着実

に実施して施設マネジメントを推進する。 
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【50】自助努力に加え、多様な整備手法等により、施設等の整備を推

進する。 

【71】民間資金を活用した事業方式（PFI 等）の導入等、多様な財源を活用し、（桂）

総合研究棟Ⅴ、（桂）福利・保健管理棟施設整備事業、（南部）総合研究棟施設整

備事業、（北部）総合研究棟改修（農学部総合館）施設整備事業、（桂）総合研究

棟Ⅲ（物理系）施設整備事業、（南部）医薬系総合研究棟施設整備事業を実施する。 

 

２ 環境管理に関する目標 ２ 環境管理に関する目標を達成するための措置 

【51】国内の大学等を先導し協働を進め、国際社会に対し積極的な役

割を果たすため活動を行っている本学のサステイナブルキャンパ

ス構築に向けた取組を通じて、教育・研究・医療等の活動に伴う温

室効果ガスの排出を抑制するとともに、構成員の環境意識向上を図

る。 

 

【72】サステイナブルキャンパスの構築に向け、環境賦課金制度を活用した環境負荷

低減に資する整備を実施するとともに、環境配慮啓発活動を推進し、他大学にも働

きかけながら学生・教職員がともに考え協働する取組を実施する。 

 

３ 安全管理に関する目標 ３ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

【52】教職員・学生等の教育研究や医療従事活動に係る災害の防止及

び安全確保を進める。 

 

【73】教職員・学生等の教育研究や医療従事活動に係る災害の発生を低減するために、

実験室等の安全な教育研究及び医療環境を整え、その体制の最適化を進め、安全管

理体制を強化するとともに、災害の未然防止に注力する。また、発生した災害等に

ついては、速やかに把握・分析し、その情報を全学で共有して再発防止に活用する。

さらに、外国人研究者、留学生を含めた全構成員に対する化学物質等に係る安全教

育を充実させ、安全意識の醸成に向けた取組を実施する。 

 

【53】大学の危機管理機能を充実・強化する。 

 

【74】大規模災害等発生時における学生、教職員等の安全を確保するため、危機管理

体制を充実させるとともに、大学間等の相互協力体制を充実させる。また、事業継

続計画に基づく訓練を実施し、計画を適宜見直すことにより、大規模災害等発生時

における初動体制を充実させる。 

 

４ 法令遵守等に関する目標 ４ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

【54】法令等に基づく適正な大学運営を行うとともに、法令等の遵守

を徹底する。 

 

【75】法令及び学内規程等の遵守について、教職員や学生に対する各種研修会、ｅ－

ラーニングによる研修の実施、監査結果の通知等により、更に周知徹底を行う。 
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【76】研究費の不正使用、研究活動の不正行為及び利益相反等の防止など、法令等に

基づく適正な研究活動を推進するため、学生、若手研究者から指導者である教員・

研究代表者まで、各段階に応じた研究公正の教育・啓発などの倫理教育を徹底する。

また、研究公正推進アクションプラン、競争的資金等不正防止計画等を着実に実施

し、その効果を PDCA サイクルで検証しながら取組の充実を図り、実効性のある管

理責任体制を整備する。特に、研究費等の適正な使用についてのｅ－ラーニング研

修においては、対象者の受講率を概ね 100％とし、研究活動上の不正行為の防止に

おいては、ｅ－ラーニング研修を平成 28年度に導入、平成 29 年度中に運用を行う。 

 

【77】情報セキュリティインシデントを未然に防ぐ情報セキュリティ管理体制の強化

や、ソフトウェアライセンス管理の効率化など情報管理を徹底し、安全な情報環境

を整備する。 

 

５ 大学支援者等との連携強化に関する目標 ５ 大学支援者等との連携強化に関する目標を達成するための措置 

【55】大学支援者等との連携を強化する。 

 

【78】学術研究の成果を含めた教育研究等の活動状況や大学の進むべき方向等に関す

る情報を戦略的に発信するとともに、キャンパスの施設公開や公開講演会での意見

交換など大学支援者等とのコミュニケーション機会を充実させる。 

 

【79】同窓生のネットワークを充実させることにより、同窓会活動の活性化を促進す

る。 

 

 Ⅵ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画  

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

２ 想定される理由 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

２．重要な財産を担保に供する計画 
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Ⅸ 剰余金の使途 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

２．人事に関する計画 

３．中期目標期間を超える債務負担 

４．積立金の使途 
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中期目標素案 中期計画素案 

別表１（学部、研究科等） 別表（収容定員） 
 

 
学 
 

部 
 

総合人間学部 
文学部 
教育学部 
法学部 
経済学部 
理学部 
医学部 
薬学部 
工学部 
農学部 
 
 

 
 
 

研 
 

究 
 

科 
 

等 
 
 
 
 

文学研究科 
教育学研究科 
法学研究科 
経済学研究科 
理学研究科 
医学研究科 
薬学研究科 
工学研究科 
農学研究科 
人間・環境学研究科 
エネルギー科学研究科 
アジア・アフリカ地域研究研究科 
情報学研究科 
生命科学研究科 

 

 
学 
 
部 
 

総合人間学部   ４８０ 人 
文学部      ８８０ 人 
教育学部     ２６０ 人 
法学部    １，３４０ 人 
経済学部   １，０００ 人 
理学部    １，２４４ 人 
医学部    １，２４８ 人 

（うち医師養成に係る分野 ６４２ 人） 
薬学部      ３８０ 人 
工学部    ３，８２０ 人 
農学部    １，２００ 人 
 

 
 
 
研 
 
究 
 
科 
 
等 
 
 
 

文学研究科    ３８５ 人 
うち修士課程   ２２０ 人 

博士後期課程 １６５ 人 
教育学研究科   １５９ 人 

うち修士課程    ８４ 人 
博士後期課程  ７５ 人 

法学研究科    ５９４ 人 
うち修士課程           ４２ 人 

博士後期課程         ７２ 人 
専門職学位課程（法曹養成） ４８０ 人 

経済学研究科   ２２０ 人 
うち修士課程    ８８ 人 

博士後期課程 １３２ 人 
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研 
究 
科 
等 

総合生存学館 
地球環境学舎 
公共政策教育部 
経営管理教育部 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
研 
 
究 
 
科 
 
等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

理学研究科  １，１３４ 人 
うち修士課程   ６３６ 人 

博士後期課程 ４９８ 人 
医学研究科  １，０１２ 人 

うち修士課程     １３８ 人 
博士課程（医学） ６８０ 人 
博士後期課程（社会健康医学・医科学・人間健康科学） １２６ 人 
専門職学位課程（社会健康医学） ６８ 人 

薬学研究科    ２７５ 人 
うち修士課程     １２８ 人 

博士課程（薬学）  ６０ 人 
博士後期課程    ８７ 人 

工学研究科  １，９６７ 人 
うち修士課程   １，３７６ 人 

博士後期課程   ５９１ 人 
農学研究科    ８７６ 人 

うち修士課程   ６０６ 人 
博士後期課程 ２７０ 人 

人間・環境学研究科  ５３２ 人 
うち修士課程   ３２８ 人 

博士後期課程 ２０４ 人 
エネルギー科学研究科 ３６５ 人 

うち修士課程   ２６０ 人 
博士後期課程 １０５ 人 

アジア・アフリカ地域研究研究科  １５０ 人 
（うち博士課程 １５０ 人（五年一貫）） 

情報学研究科   ５５８ 人 
うち修士課程   ３７８ 人 

博士後期課程 １８０ 人 
 
 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用 

拠点） 
 
【共同利用・共同研究拠点】 

化学研究所（認定申請中） 
人文科学研究所（認定申請中） 
再生医科学研究所（認定申請中） 
エネルギー理工学研究所（認定申請中） 
生存圏研究所（認定申請中） 
防災研究所（認定申請中） 
基礎物理学研究所（認定申請中） 
ウイルス研究所（認定申請中） 
経済研究所（認定申請中） 
数理解析研究所（認定申請中） 
原子炉実験所（認定申請中） 
霊長類研究所（認定申請中） 
東南アジア研究所（認定申請中） 
学術情報メディアセンター（認定申請中） 
放射線生物研究センター（認定申請中） 
生態学研究センター（認定申請中） 
地域研究統合情報センター（認定申請中） 
野生動物研究センター（認定申請中） 
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【教育関係共同利用拠点】 

黒潮海域における海洋生物の自然史科学に関する

フィールド教育共同利用拠点 
（京都大学フィールド科学教育研究センター海域

ステーション瀬戸臨海実験所） 
日本海における水産学・水圏環境学フィールド教育

拠点 
（京都大学フィールド科学教育研究センター海域

ステーション舞鶴水産実験所） 
人と自然のつながりを学ぶ森林フィールド教育共

同利用拠点 
（京都大学フィールド科学教育研究センター森

林・里域ステーション芦生研究林・北海道研究

林・上賀茂試験地） 
 

 

 
 
研 
 
究 
 
科 
 
等 
 

生命科学研究科  ２４９ 人 
うち修士課程   １５０ 人 

博士後期課程  ９９ 人 
総合生存学館    １００ 人 

（うち博士課程 １００ 人（五年一貫）） 
地球環境学舎    １４８ 人 

うち修士課程    ８８ 人 
博士後期課程  ６０ 人 

公共政策教育部    ８０ 人 
（うち専門職学位課程（公共政策）  ８０ 人） 

経営管理教育部   １８１ 人 
うち博士後期課程         ２１ 人 

専門職学位課程（経営管理） １６０ 人 
 

 
 
 

 
 


